第18号様式
川崎市緊急経営応援資金　売上高減少等要件確認書
　　
年　　月　　日　

川崎市信用保証協会　御中
〔申込者〕
住　　　所　　　　　　              　　　
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者の氏名）　　
　　　　　　　　　　　　　　　

川崎市緊急経営応援資金の利用申込に当たり、中東情勢の影響を受け、かつ、売上高減少等の要件を満たしていることを申告します。

中東情勢の影響の内容について、次の□のいずれかにチェック（複数可）するとともに、具体的な内容を記載してください。
□ 原油・ガス価格の高騰、調達難等
□ ナフサ等の原油由来の原材料や製品価格の高騰、調達難等
□ 物流・運送等の遅延、停止等
□ その他
《具体的な内容》

●以下、該当するいずれかの□にチェックをするとともに、それに関する数値のみ御記入ください。
（数値は、決算書、試算表、売上台帳等の資料に基づき、正確に御記入ください。また、信用保証協会から根拠資料の提出をお願いする場合がありますので、御承知おきください。）
１　売上高減少要件
· 要綱第27条融資対象者の項中(7)ア(ｱ)に該当する場合
「最近1か月間の売上高A」が、「直近3年のいずれかの年の同月の売上高B」と比較して10％以上減少している
	　 　　
	A
	B

	年　月
	年　　　　　　月
	年　　　　　　月

	売上高
	千円
	千円


（（B-A）／B）×100 = 減少率　　　％　≧　10％以上
※1　「最近1か月間の売上高A」には、本様式記入日時点から遡って3か月間のうち、いずれかの月を最近1か月間としたものを御記入ください。
※2　業歴3か月以上1年1か月未満の場合は、「直近3年のいずれかの年の同月の売上高」については、「最近3か月間の月平均売上高」に読み替えます。また「最近3か月間の月平均売上高」とは、最近1か月間を含む最近3か月間の「月平均売上高」を計算し、小数点以下を切り捨てて御記入ください。

※3　％は小数点第2位以下を切り捨て、小数点第1位まで御記入ください。



２　売上高総利益率減少要件
· 要綱第27条融資対象者の項中(7)ア(ｲ)に該当する場合
「最近1か月間の売上高総利益率A」が、「直近3年のいずれかの年の同月の売上高総利益率B」と比較して10％以上減少している
· 要綱第27条融資対象者の項中(7)ア(ｳ)に該当する場合
「最近1か月間の売上高総利益率A」が、「直近3決算期のいずれかの売上高総利益率B」と比較して10％以上減少している
· 要綱第27条融資対象者の項中(7)ア(ｴ)に該当する場合
「直近決算の売上高総利益率A」が、「過去3決算期のいずれかの売上高総利益率B」と比較して10％以上減少している
	　 　　
	A
	B

	年　月
	年　　　　　月
	　年　　　月（月平均※2）

	売上高総利益率
	％
	％


（（B-A）／B（絶対値））×100 = 減少率　　　％　≧　10％以上

３　売上高営業利益率減少要件
· 要綱第27条融資対象者の項中(7)ア(ｵ)に該当する場合
「最近1か月間の売上高営業利益率A」が、「直近3年のいずれかの年の同月の売上高営業利益率B」と比較して10％以上減少している
· 要綱第27条融資対象者の項中(7)ア(ｶ)に該当する場合
「最近1か月間の売上高営業利益率A」が、「直近3決算期のいずれかの売上高営業利益率B」と比較して10％以上減少している
· 要綱第27条融資対象者の項中(7)ア(ｷ)に該当する場合
「直近決算の売上高営業利益率A」が、「過去3決算期のいずれかの売上高営業利益率B」と比較して10％以上減少している
	　 　　
	A
	B

	年　月
	年　　　　　月
	年　　　月（月平均※2）

	売上高営業利益率
	％
	％


（（B-A）／B（絶対値））×100 = 減少率　　　％　≧　10％以上

※1　「最近1か月間の売上高総利益率A」又は「最近1か月間の売上高営業利益率A」には、本様式記入日時点から遡って3か月間のうち、いずれかの月を最近1か月間としたものを御記入ください。
※2　業歴3か月以上1年1か月未満の場合は、「直近3年のいずれかの年の同月の売上高総利益率」又は「直近3年のいずれかの年の同月の売上高営業利益率」については、それぞれ「最近3か月間の月平均売上高総利益率」又は「最近3か月間の月平均売上高営業利益率」に読み替えます（記入の際は、「年月」の文字を二重線で消してください。）。また「最近3か月間の月平均売上高総利益率」又は「最近3か月間の月平均売上高営業利益率」とは、最近1か月間を含む最近3か月間の「月平均売上高総利益率」又は「月平均売上高営業利益率」を計算し、小数点以下を切り捨てて御記入ください。
※3　直近決算とは、記入日時点で申告期限が到来している最新の決算期になります。
※4　「売上高総利益率」又は「売上高営業利益率」は、減価償却前又は減価償却後のいずれかの利益率同士による比較でも構いません。

※5　％は小数点第2位以下を切り捨て、小数点第1位まで御記入ください。

取扱金融機関確認欄

年　　月　　日
上記の者は、本制度の融資対象者の要件に該当することを確認しました　
	取扱金融機関
	

	担当者
	

	該当要件（該当する□にチェックしてください）
	□売上高減少　□売上高総利益率減少　□売上高営業利益率減少


(注)　この確認書は融資の申込資格を確認するものです。融資を受けるためには別途所定の融資審査が必要です。
（裏面に続く）
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